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個人情報保護法と病院

個人情報保護法が成立し, 本年(2005 年)4 月から全面施行されることになった. 病

院も個人情報取扱事業者として, 今後は患者の個人情報の取扱いに適正に対応してゆ

かなければならない. 金融・信用と並んで最も慎重に対応されるべき医療における個

人情報を取扱う病院としては, この法律の趣旨と具体的な運用の方法・手順を十分に

周知・徹底しておく必要がある. そもそも個人情報保護法の立法の趣旨は何なのか,

個人情報の保護とその開示・訂正・利用停止, あるいは情報公開との関係など, 今後

の個人情報への対応の基本的な考え方を理解しておきたい.

既に, ｢医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ

イン｣ が示されているが, 個人情報の利用目的の明確化や安全管理措置など, その概

要と具体的な対応の手順を十分に知っておく必要がある. 特に, 保有個人データの開

示・訂正・利用停止や苦情相談については, 院内のしっかりとした体制が求められる.

また, 個人情報の漏えいや減失には従来以上に十分な配慮が必要であり, 職員の ID

やパスワードの運用など, 今後の病院情報システムのあり方について, 改めて検討し

ておかなければならない. 業務委託についても, レセプト作成や臨床検査の外注に伴

う個人情報の保護に配慮するとともに, 派遣職員に対しても十分に留意しておく必要

がある.

個人情報保護法が施行されると, 病院管理者は個人情報の利用目的を特定し, 本人

に通知したり院内に掲示・公表をしたりしたうえで, 必要であれば明確な同意を得な

ければならない. 個人情報を第三者に提供する場合の配慮や, 外部からの問い合わせ

に対応する手順も明確にしておく必要がある. 何よりも, 診療録などの医療記録の開

示請求に適切に対応しなければならないが, 遺族からの場合を含めて手続きの整備が

必要になるとともに, 非開示とする場合の考え方や手順も求められる. 指針があって

も対応に苦慮する事例や場面も想定され, 病院は医療を受ける立場も十分に踏まえた

検討を続けてゆく必要があろう.

個人情報保護で先行する欧米の事例は, 今後の病院運営に参考になると思われる.

また, 介護療養型医療施設や在宅ケアなど, 介護関連領域における個人情報の保護は,

生活そのものや人間関係に関する情報が少なくないことや, 記録の体系が十分に確立

していないために, 医療とは別の難しさがあることも認識しておきたい.

(大道 久)
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